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琉球銀行について
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琉球銀行の概要
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会社概要

設立

資本金

登記上の住所

一時移転先住所

店舗数

総資産

貸出金

預金

1948年5月1日

569億67百万円

〒900-0015
沖縄県那覇市久茂地1丁目11番1号

〒900-0034
沖縄県那覇市東町2番1号

沖縄県内74カ店、東京都内1カ店

3兆 277億円

1兆8,222億円

2兆6,095億円

従業員数 1,349名

格 付
R&I ： A+
JCR ： A＋

関連会社

沖縄県那覇市久茂地1丁目7番1号
1972年5月10日
3億4,600万円（琉球銀行の株式所有比率100％）
情報関連機器、事務用機器、その他機械設備のリース並びに割賦販売

住 所
設 立
資 本 金
業務内容

沖縄県那覇市久茂地1丁目7番1号
1984年4月25日
1億9,500万円（琉球銀行の株式所有比率100％）
クレジットカード業務、ローン業務、信用保証業務

住 所
設 立
資 本 金
業務内容

沖縄県那覇市松山2丁目3番10号
2008年8月26日
2億7,912万円（琉球銀行の株式所有比率100％）
クレジットカード業務、個別信用購入あっせん業、アクワイアリング受託業務

住 所
設 立
資 本 金
業務内容

沖縄県那覇市東町2番1号那覇ポートビル7階
1979年7月2日
2,000万円（琉球銀行の株式所有比率100％）
不動産金融ならびに消費者金融にかかわる借入債務の保証業務等

住 所
設 立
資 本 金
業務内容

沖縄県那覇市壷川1丁目1番地9りゅうぎん健保会館3階
2006年6月28日
2,300万円（琉球銀行の株式所有比率100％）
産業・経済・金融調査、研究業務、講演会・研修などの企画・運営業務

住 所
設 立
資 本 金
業務内容

沖縄県浦添市屋富祖3丁目33番1号
1983年9月16日
1,000万円（琉球銀行の株式所有比率100％）
現金精査・整理業務、ATMの保守・管理業務、文書などの配送業務

住 所
設 立
資 本 金
業務内容



琉球銀行は、米軍統治下の1948年5月1日、米国軍政府
布令に基づく特殊銀行として設立されました。資本金の51％を
米国軍政府が出資し、米国の連邦準備制度とフィリピンの中央
銀行をモデルに設立された当行の設立初期の業務内容は、中
央銀行的色彩がきわめて強いものでした。

本土復帰を控えた1972年の春、株式会社へ組織変更すると
ともに米国軍政府が保有していた当行株式を県民へ開放し、復
帰の日を期して「銀行法」に基づく普通銀行として再スタートを切
りました。1983年には県内企業として初の株式上場を実現しま
した。

1999年9月には、227億円の第三者割当増資ならびに400
億円の公的資金を導入し、資産の健全化と財務体質の強化を
図り、2010年7月に公的資金を完済しました。

2015年4月にクレジットカード事業、個別信用購入斡旋業務
を行う株式会社OCSを連結子会社化、2017年7月に総合リー
ス業務を行う株式会社琉球リースを完全子会社化するなど、グ
ループ総合力の発揮による顧客提供価値の確立を図りました。

2020年4月からは、中期経営計画「SINKA 2020」をスター
トさせ、「景況に左右されず、どんな時も地域を支え、地域の発
展に寄与する真のリーディングバンクへ」を目指す姿に掲げ、コロナ
禍による環境の変化を受けたお客さまに対し、積極的な金融支
援を実施しています。

また、2020年4月に㈱千葉銀行を幹事行とする「TSUBASA
アライアンス」に参加したほか、2021年1月には㈱沖縄銀行と
「沖縄経済活性化パートナーシップ」を締結しました。地方銀行を
取り巻く環境が激変している中、互いに協力することで沖縄経済
回復や銀行の経営体力強化に努めてまいります。

琉球銀行の沿革
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1948年 5月 琉球列島米国軍政府布令第１号により設立

1972年 1月
米軍政府布令に基づく特殊法人から商法上の株式会社へ移行し、株式
会社琉球銀行と改称

5月
琉球政府立法の銀行法の規定により営業免許を取得
布令銀行から「銀行法」に基づく普通銀行へ転換

1983年10月

沖縄県で初の株式上場
（東京証券取引所第2部、福岡証券取引所）

その後1985年9月東京証券取引所第1部指定

1999年 9月
227億円の第三者割当増資ならびに公的資金400億円導入（無担保
転換社債）、経営健全化計画を策定

2006年 1月 じゅうだん会（地銀8行）「共同版システム」スタート

10月 公的優先株式400億円のうち、340億円を取得、消却

2010年 7月 公的資金を完済、経営健全化計画完了

2015年 4月 株式会社OCSを連結子会社化

2017年 1月 「りゅうぎんカード加盟店サービス」取扱開始

7月 株式会社琉球リースを完全子会社化

2018年 5月 創立70周年を迎える

9月 56億円の公募増資を実施

2019年11月 りゅうぎんグループSDGs宣言を策定

2020年 4月 中期経営計画「SINKA 2020」スタート

4月 TSUBASAアライアンスへ参加

2020年12月 仮本店ビルへ一時移転

2021年 1月 沖縄銀行と沖縄経済活性化パートナーシップを締結

2022年 4月 東証の新市場「プライマリー市場」に上場
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コロナ禍における
沖縄経済
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日銀短観

新型コロナ感染症の影響により、観光を基幹産業とする沖縄県の景況感は全国に比べ悪化。
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（出所）日本銀行那覇支店のデータを基にグラフ作成

業況判断DI（良い – 悪い）
県内金融経済概況

 短観における企業の業況判断をみると、2020年
6月をボトムに、一部に持ち直しの動きがみられる
が、引き続き低水準で推移。

 先行き予測は「悪い」超幅が12ポイント縮小し、
▲7の「悪い」超となる見通し。

主要指標の動向

 雇用情勢は観光需要停滞の影響を受け、引き
続き悪化傾向となる。

 観光は国・県の緊急事態宣言等による移動制限
が影響し、引き続き厳しい状況にある。

 公共投資は底堅く推移し、住宅投資は貸家の
大幅減を主因に、弱めの動きとなる。

2022/3 先行き

全国 ±0 ▲3

沖縄 ▲19 ▲7

先行き
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2021年度は半年以上にわたり、緊急事態宣言・まん延防止等重点措置が発令され、都道府
県をまたぐ移動が制限される厳しい環境が続いた。

観光
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（出所）沖縄県のデータを基にグラフ作成
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(人) (％)
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雇用情勢は、県の基幹産業である観光需要の低迷等により、失業率・有効求人倍率ともに
引き続き悪化傾向。一方、政府の緊急経済対策や金融機関による金融支援により、企業
倒産件数は落ち着いた動き。

失業率・有効求人倍率、企業倒産
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（出所）東京商工リサーチ
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企業倒産件数と負債総額
倒産件数 負債総額(右目盛)

（出所）沖縄県、内閣府、総務省

(件) (億円)(％) (倍)

（注）【2021/3負債総額 約57億円】
＊宿泊業：約36億円

＊化学工業製品製造：約17億円

（注）
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公共工事請負額・新設住宅着工戸数

公共工事請負額は、新型コロナウィルス感染症拡大後も底堅く推移。新設住宅着工戸数は、
2020年に続き、貸家住宅着工戸数の減少を主因に弱めの動き。

3,103 3,018 2,696 2,922 2,338 2,782 

11,135 11,263 11,282 
9,227 
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16,201 
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15,098 
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0

3,000

6,000

9,000
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15,000
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（戸）

持家 貸家 給与 分譲

（出所）国土交通省「住宅着工統計」（出所）西日本建設業保証沖縄支店
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決算の概要（連結）①

減収・増益。銀行単体の経費および与信コストの改善等により連結純利益は増益。

2022年3月期 2021年3月期

前年同期比

経常収益 570 ▲2 572

経常費用 490 ▲44 534

経常利益 79 41 38

親会社株主に帰属する当期純利益 55 30 25

78 
53 

40 
16 

51 

1.12 1.13
1.23

1.59

1.07

-1.5

-0.5

0.5

1.5

0

50

100

150

2018/3 2019/3 2020/3 2021/3 2022/3

（億円） 連結当期純利益の推移と連単倍率

連結各社合計

琉球銀行

連単倍率(右目盛)

（億円）

61

88

55
49

（倍）

※前年同期比は表上計算

25
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決算の概要（連結）②

琉球銀行グループ各社の当期純利益は黒字を確保。

琉球銀行 琉球リース りゅうぎんDC OCS りゅうぎん保証 その他

経常収益 386 160 17 19 9 ▲24

経常利益 69 5 4 2 7 ▲10

当期純利益 51 3 2 1 5 ▲９

(注) その他には内部消去等の他、りゅうぎんビジネスサービス㈱、㈱りゅうぎん総合研究所が含まれています

（億円）

5,195 

370 
266 

190 
527 

▲960

5,590 

琉球銀行

りゅうぎんDC

りゅうぎん保証

琉球リース

OCS
その他

連結G

+395百万円

（百万円）
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決算の概要（単体）

2022年3月期 2021年3月期

前年同期比

経常収益 386 13 373

業務粗利益 (a) 310 0 310

経費 (b) 246 ▲3 249

実質業務純益 (c=a-b) 64 3 61

ネット与信コスト ▲7 ▲40 33

その他臨時損益 ▲3 3 ▲6

経常利益 69 47 22

当期純利益 51 35 16

（億円）

※前年同期比は表上計算

増収増益。2021年3月期のフォワードルッキングな引当導入により、与信コストが反動減。
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損益推移ダイジェスト（単体 2018/3～2022/3）

（百万円）

※1 顧客向けサービス利益=預貸金収支+役務利益-経費

※2 預貸金収支（ローン関係手数料含む。預金利息は資金スワップ収益を加味した実質ベース）

※3 役務利益（ローン関係手数料除く）

※4 一般貸倒引当金については、繰入は負の表示、戻入は正の表示

2018/3 2019/3 2020/3 2021/3 2022/3
前年

同期比

顧客向けサービス利益※1 3,395 3,472 3,619 3,835 5,097 +1,262

うち預貸金収支※2 21,890 22,278 22,837 23,249 23,433 +184

うち役務利益※3 5,277 5,347 5,400 5,775 6,287 +512

うち経費 ▲23,772 ▲24,153 ▲24,618 ▲25,189 ▲24,623 ▲566

市場部門損益 4,937 3,238 2,054 1,864 1,302 ▲562

証券国際部門損益 4,425 1,845 1,778 1,357 537 ▲820

うち利息配当金 2,911 2,298 1,597 1,201 1,054 ▲147

うち外為・商品売買損益 ▲36 821 149 115 60 ▲55

うち債券5科目尻 387 ▲169 421 89 ▲818 ▲907

うち株式3勘定尻 1,123 ▲730 ▲1,089 41 ▲103 ▲144

政策投資関連 511 1,393 276 506 765 +259

与信コスト関連 1,808 217 ▲869 ▲3,313 729 +4,042

うち一般貸倒引当金繰入※4 850 ▲644 ▲1,591 ▲2,751 880 +3,631

その他・法人税等 ▲2,314 ▲1,553 ▲795 ▲770 ▲1,933 ▲1,163

当期純利益 7,826 5,374 4,009 1,616 5,195 +3,579
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2022年3月期の損益状況
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法
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税
等
の
増
加

与信コストの減少および顧客向けサービス利益の増加により前年同期比で大幅な増益。
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顧客向けサービス利益

役務利益が増加し経費が減少となり、顧客向けサービス利益は増加基調。
役務利益は住宅ローン手数料、預かり資産手数料、カードビジネス手数料が増加を牽引。

※ 顧客向けサービス利益=預貸金収支+役務利益-経費

※ 預貸金収支のうち、預金利息は資金スワップ収益を加味した実質ベース
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貸出金①

貸出金残高の伸び率が鈍化したことや貸出金利回りの低下により、貸出金利息は横ばいで
推移。

1,320
1,617

1,209 1,240

606

▲ 1,641
▲ 1,451

▲ 812 ▲ 968 ▲ 632▲ 321

166
397 272

▲ 26

▲ 2,000

▲ 1,000

0

1,000

2,000

2018/3 2019/3 2020/3 2021/3 2022/3

（百万円）

貸出金利息の増減要因
残高要因

利回り要因

貸出金利息前年比増減額

※ 貸出金利息については、ローン関係手数料（消費者ローン保証料、団信保険料）を控除

8,408 8,819 9,144 9,338 9,451 

18,000 

5,858 
6,493 

6,562 
6,978 7,009 

1,337 
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1,283 1,460 
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444 340 
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17,987 18,222 
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貸出金残高
個人 法人（シ・ローン除く）

地公体その他（シ・ローン除く） シ・ローン

貸出金利息（右目盛）
1.68 1.59 1.54 1.49 1.44 

1.14 1.10 1.05 0.97 
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2.00

2018/3 2019/3 2020/3 2021/3 2022/3

（％）

貸出金利回り
貸出金利回り

貸出金利回り（全国地銀）
(億円)
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貸出金②

個人ローンや住宅ローン等は堅調に推移しているものの、事業先の資金需要低下等により、
事業性貸出の残高は減少。

5,371 5,383
5,452

5,488 5,589

1.63 1.63 1.63 1.63 1.63
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1,408 1,389
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4,232
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住宅ローン

残高 利回り（右目盛）

※ 利回りの計算については、ローン関係手数料（消費者ローン保証料、
団信保険料）を控除

貸出金使途別残高割合

貸家業・不動

産業向け貸出

30％

住宅ローン

30%

事業性貸出

25%

地公体その他

8%

個人ローン

5%

ｼﾝｼﾞｹｰﾄﾛｰﾝ

2％

340 350 387 319 300

0.39 0.35
0.28 0.33 0.36

(0.25)
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（％）（億円） シンジケートローン
残高 利回り（右目盛）

実質無利子・無担保融資の主な自治体の
貸出金利水準

自治体名 基準利率（固定）

東京都 1.7％

奈良県 2.175％
（うち、国補給分1.9％）

福岡県 1.3％

鹿児島県 1年以内 1.4％
1年超3年以内 1.6％
3年超5年以内 1.7％

沖縄県 0.8％
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コロナ禍の金融支援

条件変更実行額や新規融資実行額は、経済活動制限の緩和等により落ち着いた動き。
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対前月比増減額 条件変更債権推計値(右目盛）
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※ 条件変更債権額の推計値は、上記の条件変更対応債権者より条件変更期間が到来し、
元金返済を再開した債権額を控除し算出
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新型コロナ対応資金の融資実行金額推移

実行金額 累計実行金額(右目盛）

※ 新型コロナ対応資金は県制度融資「中小企業セーフティネット資金」並びに
「新型コロナウィルス感染症対策資金(＊2021/3受付終了)」の合計値
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預金

預金残高は新型コロナ関連の補助金や資金繰り支援等の歩留まりを主因に増加傾向。
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役務利益

預かり資産手数料、住宅ローン手数料、カードビジネス関連手数料等が、役務利益の増加を
牽引。

2,086 2,101 2,115 2,180 2,124 
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預かり資産

預かり資産の販売強化策の展開により投資信託・一時払保険の販売額が増加。
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 預かり資産販売態勢の強化を目的に組成した「預かり資産推
進ﾁｰﾑ」を増員し、県内全ブロックに配置。

 「預り資産推進ﾁｰﾑ」の活動主体を営業支援からリテールフィール
ド担当者の育成支援とすることで、お客さまのライフステージに応
じた最適な商品サービスを提供する人材の育成を進め、相続ビ
ジネスなどの資産承継コンサルティングや資産運用コンサルティン
グを強化。

（億円）

（百万円）
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個人向けサービス

2017年度から個人向け資産承継サポートを推進。相続問題への取組みが浸透、認知され、
個人向けサービス手数料収入が増加。

（百万円）

個人向け資産承継のサポート方法

手順1：現状把握（家族構成、財産台帳作成、承継への想い）

手順2：リスク診断（遺産分割対策、納税資金の把握等）

手順3：資産承継プランニングおよび実行サポート

※資産承継プランニング後、遺言信託、家族信託等の実行支援まで実施

個人向け資産承継をワントップでサポート

当行のサポート体制

営業担当行員と受信担当行員の双方が営業業務と
窓口業務を担うフルフラット化を導入

 新型コロナ拡大による相続意識の変化等により
相続ニーズが拡大。

 お客様に品質の高い事務・サービスの提供と
営業力の最大化によるソリューションの提供を
実現。

 本部主導でお客さまのライフステージに応じた
最適な商品サービスを提供する人材を育成。1 
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法人向けサービス

手数料収入は横這い。新型コロナ禍でＭ＆Ａの相談件数が増加傾向。
「事業再構築補助金」の申請サポートで事業再構に挑戦する事業者を支援。
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※ 補助金サポート業務の手数料収入は契約ベースで記載。
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カードビジネス関連①

Visaデビット発行枚数、カード加盟店数とも順調に増加し、新型コロナ禍の状況においてもカード
利用手数料および加盟店手数料は増加。
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Visaデビットカードに新たな非接触決済機能を搭載し会員数が拡大。カード加盟店サービスでは
決済端末の高機能化を進め、カード加盟店開拓を加速。

2015/10
2018/ 7
2018/ 9

りゅうぎんVisaデビットカードの取扱開始
営業店店頭での即時発行開始
法人向け「りゅうぎんVisaビジネスデビットカード」発行

Visaタッチ決済機能搭載デビットカード
の発行（2020/7）

りゅぎんVisaデビットカード

カード加盟店サービス

 国内QRコード決済のニーズ増加に対応するため、主要6ブラン
ドのQRコードに対応。

 当行の加盟店サービスにて取り扱うブランド数は32ブランドとなり
、決済専用端末1台で対応できる数としては国内最大級。

国際決済ブランド「UnionPay（銀聯）」カード取扱開始
（2022/2）

 2021年7月に日本の地方銀行初となる「UnionPay」の
ブランドライセンス（プリンシパルメンバー）を正式に取得し、
2021年8月にUnionPay QRコード決済、2022年2月より
UnionPayカード（プラスチックカード）決済サービスの取り扱
いを開始した。

※UnionPayカード

・中国全土で広く利用されているほか、世界の70の国と地域
で発行されており、中国本土外での総発行枚数は1.6億枚
にのぼる。

最近の主な取り組み

「カード加盟店サービス」業務の取扱開始
電子マネー(主要5ブランド)の取扱開始
経産省「キャッシュレス・消費者還元事業」の取扱開始
国際決済ブランド「銀聯」の加盟店業務を開始

2017/ 1
2018/ 5
2019/ 9
2021/ 7

最近の主な取り組み

カードビジネス関連②

「キャッシュレス機能付券売機」の取扱開始
（2021/3）

 当行が加盟店に貸与する決済端末が組み込ま
れたタッチパネル式券売機でクレジット・電子マネ
ー・QRコード・現金決済に対応。

 当行、東芝テック株式会社および「ＴＳＵＢＡ
ＳＡアライアンス」で連携する株式会社千葉銀
行で共同開発。
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有価証券
国内外金利が上昇する過程で、債券の利回り改善のため損失確定を行いながら債券の一部入
替売買を実施した。2022年度以降の利息収入に寄与する見込み。
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外為・商品有価証券売買損益 合計
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与信コスト・開示債権

2020年度にフォワードルッキングな引当を導入。一部事業者の元金返済再開や、景気指標の
回復等により与信コストが戻入。
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ネット与信コストの推移
一般貸倒引当金繰入額 個別貸倒引当金繰入額

貸出金償却額 その他処理額

償却債権取立益 合計
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破産更生債権 開示債権比率(右目盛）

（億円） （％）
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フォワードルッキングな引当の概要①

将来リスクの算出について、将来のマクロ経済指標、景気循環における足元と今後の見通しを
踏まえたシナリオ毎の発生確率、外部環境等の著しい変化の有無を用い合理的に見積もる方
法に変更することで、将来の損失や危機への備えを強化。
これにより、先行きの経済環境悪化に対する財務の耐性を高め、前向きな営業活動に専念す
ることが可能となり、追加の与信コスト発生を恐れることなく取引先を支える体制を構築。

【従来】引当金計上の考え方 【現行】引当金計上の考え方

テキスト
現在の状況

 融資先個社毎の
財務内容等を
考慮

過去の実績
 貸し倒れ実績率等

将来の予測

過去の実績
 貸し倒れ実績率等

現在の状況
 融資先個社毎の

財務内容等を
考慮

 将来のマクロ経済指標

貸倒引当金の算定プロセス

貸倒引当金 ＝ 債権残高 × 予想損失率
（従来）過去の貸倒実績に依拠

（変更後）将来の景気予測等に依拠

 景気循環における足元と
今後の見通しを踏まえた
シナリオ毎の発生確率

 外部環境等の著しい変化
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フォワードルッキングな引当の概要②

「不動産業」を中心に一部事業者が元金の返済を再開。格付ランクアップにより引当額が減少。
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(億円) 債権額（左軸） 引当額（右軸）

不動産業
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医療・保険業宿泊業 飲食・その他サービス業

（億円） （億円） （億円）
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経費

物件費は新本店建築関連費用等の先行投資が増加したものの、システム関連費用において
全体的な経費抑制に努め前年比減少した。

※ 人件費には退職給付に係る過去勤務費用および数理処理計算上の差異の損益処理分を含む

106 107 106 107 104

113 115 120 124 123

18 18 18
19 18

237 241 246
251 246
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人件費 物件費 税金

（億円）

35 36 34 33 34 

7 7 6 7 7 

54 56 61 63 60 

17 17 19 21 22 
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物件費
①店舗 ②システム関連 預金保険料 その他（億円）

113 115 120 124 123

50 50 51 52 50

4 4 4 5
5

1
2

2
11

2
2

254
56

61
63

60

40

50

60

2018/3 2019/3 2020/3 2021/3 2022/3

②システム関連
FTB TfACE カード関連 その他

14 14 15 14 14 

3 3 3 3 2 

1 4 6 17 17 
19 

21 22 

5

15

25

2018/3 2019/3 2020/3 2021/3 2022/3

①店舗
新本店建築関連 エネルギー その他（億円）

（億円）

※FTB→受付窓口のタブレット型セミセルフ端末。
※TfACE→次世代営業店端末
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次期の機械化投資計画

2022年度の機械化投資計画は、顧客サービスの向上案件や収益向上策に対する機械化投
資が全体の約２6％以上を占める。
中期経営計画「SINKA 2020」で掲げた①チャネル戦略、 ②キャッシュレス戦略、③リテールビ
ジネス戦略、④法人ビジネス戦略の実現のため、引き続き戦略的な投資を実施する。

※【戦略案件】顧客サービス・収益向上策等の案件
【その他】制度・リスク・基盤・老朽化更改等の案件

26%

74%

444

178

270

355

507

その他の戦略案件

モバイルアプリ

カード関連

加盟店関連

インバン関連

2021年度実績と2022年度の機械化投資計画 主な戦略案件の内訳

（百万円）

戦略案件
1,754百万円

その他
5,052百万円

28%

72%

2021年度実績
6,501百万円

2022年度計画
6,807百万円

戦略案件
1,813百万円

その他
4,687百万円
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人員計画

稼働人員の減少と事務量の削減により、人件費抑制と顧客とのコミュニケーション強化を両立。

1,302 1,272 
1,208 1,181 1,141 

499 
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437 
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1,000

1,500

2018/3 2019/3 2020/3 2021/3 2022/3

稼働人員の推移

行員 臨時職
1,801

（人）
 バーコード・QRコード読み取り機能とは、各種納付書に表示さ

れているバーコードに加え、琉球銀行が独自に開発したRYU-
QRサービス※1で作成されたQRコードを読み取る機能。

 全店に専用のハンディスキャナを設置し、待ち時間短縮等の業
務効率化を図る。
※1：RYU-QR（リュウキュウアール）とは、琉球銀行が独自に開発したQR付納付書作成
システムです。

バーコード・QRコード読み取り機能導入（2022年2月）

事務量削減に向けた営業店頭での主な取り組み

1,571

1,731

1,618
1,645

 タブレット型セミセルフ端末を活用し、受信窓口業務の大幅な
事務量削減と人員削減を図る取り組み。

 2021年度上期、全店へタブレット型セミセルフ端末導入が完
了しペーパーレス、印鑑レス、オペレーションレスを実現。

FTB(Flexible & Traditional Bank)プロジェクト
全店展開完了（2021年8月）

 外為対応店舗である安謝支店に、外為相談や相続相談などの
専門知識を持つ行員を呼び出すことができる「リモート相談窓口」
を設置。

 従来各店舗で対応していた専門性の高い取引相談の業務を本
部に集約することで、営業店窓口事務の効率化を図った。

「リモート相談窓口」の導入（2021年11月）

※ 稼働人員は総人員から研修・出向派遣者や休職者等を除き、外部からの出向受入者を
加えた人員。
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自己資本比率

新型コロナ禍にかかる金融支援への備えも充実。自己資本比率は着実に上昇。

17 23 39 67 58 
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1,068 1,090 
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劣後債算入分 自己資本

一般貸倒引当金 単体自己資本比率（右目盛）

単体完全実施ベース（右目盛）※

※ 完全実施ベースは、現行の自己資本比率規制(バーゼルⅢの最終化)が適用されることを想定し、劣後債および土地再評価差額金の資本算入額をゼロとし、無形固定資産
および前払年金費用を資本調整額として全額計上するベースで算出
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外部格付

2021年度、日本格付研究所(JCR)による当行の格付は「A」から「A+」に上位変更された。
よって、格付投資情報センター（R&I）、JCRともに上位5番目となる格付「A+」を取得。
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※【外部格付】とは、銀行の財務内容や外部環境等について公正な第三者である格付機関が調査し、信用力や財務内容の健全性等をランク付したものです。
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2023年3月期業績の見通し

2022年度の与信コストはゼロと見込んでおり、戻入となった今年度より約7億円の反動増となる
見込み。単体・連結ともに減益を予想。

2023年3月期 2022年3月期

実績予想 前年同期比

経常収益 560 ▲10 570

経常利益 80 +1 79

親会社株主に帰属する
当期純利益

55 ▲0 55

2023年3月期 2022年3月期

実績予想 前年同期比

経常収益 374 ▲12 386

経常利益 67 ▲2 69

当期純利益 48 ▲3 51

（億円）単体

連結
（億円）

※ 前年同期比は表上計算
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配当

配当の基本方針に基づき、来期も今年度並みの配当を予定。
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連結配当性向

 内部留保の充実に努めつつ、業績や金融環境および将来的な株主
価値向上の観点等を含め総合的に勘案して配当を実施していくこと
を基本方針としている。

配当の基本方針

 2021年3月期の配当は、新型コロナウィルスの影響を加味し減配と
なった。

2021年3月の配当

（円）

配当の基本方針等

※ 2018/3期は、当行創立70周年を記念した記念配当7円を含む

総還元性向
（自己株取得5億円)

35.5



4
特徴的な取り組み

第30回（2021年度）りゅうぎん紅型デザインコンテスト 大賞

「生命のゆりかご」 吉濱 愛

 TCFD提言に基づく情報開示

 気候変動問題に対する対応状況

 各アライアンスの取り組み

 コロナ禍への対応と沖縄経済の見通し

 DXの取り組み
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TCFD提言に基づく情報開示
ガバナンス

戦略 シナリオによる分析 (2050年までのリスク量)

指標と目標

Scope1・2 GHG排出量

 2030年度までに2013年度比60%削減を目標とする。

Scope3 GHG排出量
 沖縄県は民生部門(家庭)から排出される二酸化炭素量が45％と

全国より高い。よって、脱炭素社会を目指すには民生部門から排出

される二酸化炭素を抑制することが必要。

 Scope3のカテゴリー15「投融資」を算出するにあたっては、当行融

資ポートフォリオの約60％を占める「住宅ローン」や「アパートローン」

等の個人向け貸出しに絞り、PCAF基準の計算方法を基に住宅1

棟あたりのＣＯ2排出量を用いて算出。

サステナビリティ委員会
 頭取を委員長、総合企画部担当役員を副委員長、委員に関

係各部の部長を任じ、ESG対策等の諸課題について四半期に

1回議論し、取締役会へ報告している。

サステナビリティ小委員会
 総合企画部長を委員長に、関係各部と連携の上、脱炭素化に

向けた具体的な取り組みの実行策について議論している。

物理的リスク（※1) 2℃・4℃シナリオを用いた分析

 台風・豪雨等の風水害による当行不動産(建物)担保の

担保価値影響額(与信関係費用における追加信用コスト)  

：約4億円

 当行各営業店における設備等の被害額

：約5～11億円

移行リスク
 「電気・ガス・水道」セクターは、炭素税導入によるコスト増、エネ

ルギー転換による大幅なビジネスモデルの転換や設備投資の増

加、「飲食・宿泊」セクターは、航空機での移動制限、それに伴う

観光客数の減少などを想定した与信関係費用の増加分

：最大で約51億円

※ 沖縄電力が提供する再生可能エネルギー由来電力「うちなーCO2フリーメニュー」の
利用を考慮すると42.9％削減。

資料：国立環境研究所 温室効果ガスインベントリオフィス

2013年度 2020年度 増減

住宅からのGHG
排出量(単位：ｔ-

CO2)

155,634 194,842 125.1％

住宅ローン・アパート
ローン融資量
（単位：億円）

6,507 8,272 127.1％

Scope3カテゴリー15「投融資」

32 45 

18 

33 35 
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50

100

全国 沖縄

民生部門 運輸部門

産業部門 その他

（％）

12,034 

7,559 6,869 

0 

4,813 

0

5,000

10,000

2013年度 2021年度 2021年度 2030年度目標

(t-co2)

※調整後

▲37.1％
▲42.9％

▲60.0％

※1 IPCC（気候変動に関する政府間パネル）が研究の基盤としている100年間での気温上昇シナリオのうち、最も気温上昇
の低いRCP2.6（２℃シナリオ）および最も高いRCP8.5（４℃シナリオ）に基づき分析



41

気候変動問題に対する対応策
TCFD・Scope3における今後の取り組み

Scope3 GHG排出量の削減について

 ゼロエネルギー住宅(ZEH)、ゼロエネルギービルディング(ZEB)
や建築物省エネルギー性能表示制度(BELS)に合致する建
築物向けの融資推進施策を展開し、沖縄県全体のGHG排
出量削減に積極的に取り組む。

 カテゴリ15「投融資」におけるGHG排出量は、サステナビリティ
委員会で検討や議論を深めたうえで後日、削減目標を開示
する考え。

地域の環境問題に対応する各種施策

県内事業者へ「SDGｓ応援サービス」を提供

 法人・個人事業主のSDGｓ取組状況を見える化し、SDGsの
達成に向けた宣言書策定をサポート。

 SDGs宣言書にて宣言した内容の進捗状況を確認し、SDGs
達成に向けて、お客さまに最善なソリューションを提案する伴走
支援を実施。

沖縄電力株式会社との脱炭素社会の実現に向けた
包括連携協定

 沖縄県における脱炭素社会の実現および地域社会・環境の
持続的な発展を目的に沖縄電力株式会社と包括連携を締結。

住宅ローン・アパートローンの金利優遇対象項目に「ZEH」
※1や「BELS」※2の認定を追加

 環境に配慮した住宅の認定制度「ZEH」、「BELS」を金利優
遇項目に追加し、環境問題に対応した融資を積極的に推進。

環境問題に対応した新たな融資商品

当行内における環境問題の課題解決に向けた取り組み

※1「ZEH」（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス）・・「高効率な設備システムの導入により、室内環
境の質を維持しつつ大幅な省エネルギーを実現し、再生可能エネルギーを導入することにより、年
間の一次エネルギー消費量の収支がゼロとすることを目指した住宅」
※2「BELS」・・新築・既存の建築物において、省エネ性能を第三者評価機関が評価し認定す
る制度

県内の金融機関初となる「ZEB※」認定を取得

 琉球銀行本部支店にて「Nearly ZEB」、浦添・
牧港支店にて「ZEB Ready」を実現。

※「ZEB」（ゼロ･エネルギー･ビルディング）・・エネルギー消費量の削減率に応じ、基準建物
に対し年間エネルギー消費量を100%以上削減したものを「ZEB」、75%以上を「Nearly 
ZEB」、50%以上を「ZEB Ready」、40%以上を「ZEB Oriented」と4段階に区分。

新本店ビル建築でも「ZEB※」の認定を取得

 2022年5月に着工した新本店ビル建築では、省エネルギーや省
資源化により環境を配慮したことにより「ZEB Oriented」を取得。

うちなーCO2フリーメニューの導入

 2021年11月、沖縄電力㈱が提供する再生可能エネルギー
由来の「うちなーCO2フリーメニュー」を導入し、当行が排出する
二酸化炭素排出量を削減。



42

各アライアンスの取り組み
各アライアンスの知見を活用しながら金融サービスの高度化を図る。

ＴＳＵＢＡＳＡアライアンスとは、千葉銀行、第四銀行、中国銀行、
伊予銀行、東邦銀行、北洋銀行、北越銀行、武蔵野銀行、滋賀銀行、
群馬銀行、琉球銀行の１１行が参加する地銀広域連携の枠組み

沖縄経済活性化パートナーシップとは、琉球銀行と沖縄銀行にて、両行の経営の独立性および
固有の企業ブランド・顧客基盤を維持したうえで、 沖縄県経済の発展に資する協業やバックオ
フィス業務の共同化によるコスト削減を目的に包括業務提携を締結。

TSUBASAアライアンス

共同出資会社TSUBASAアライアンス㈱内に、事業戦略
部を設置

 「DX関連施策の推進」「人材育成・ダイバーシティ」「ESG･
SDGs」「情報集約・活用」「新事業への取り組み」など、共通す
る重要課題に関する共同化や集約化に向けた企画・提言など
の役割を担う。

TSUBASA Fintech共通基盤を利用し、「Zaim]とのAPI
連携を開始

 「Zaim」社は、日本最大級のオンライン個人向け家計簿サービ
スを提供する企業であり、銀行口座やクレジットカードを連携する
ことで、自動で家計簿作成、複数口座をまとめた資産管理が
可能。

 API接続することにより、琉球銀行の口座情報を安全かつシーム
レスに「Zaim」に連携。

スマートフォン向けバンキングアプリ「りゅうぎんアプリ」
の提供

 ＴＳＵＢＡＳＡ Ｆｉｎｔｅｃｈ共通基盤を活
用し、多様な金融サービスを安心・簡単・便利にご利
用できるアプリをお客さまに提供。

沖縄経済活性化パートナーシップ

預金等の相続手続きにかかる書類および手続きを共通化

 琉球銀行と沖縄銀行の提出書類および「相続届」を統一するこ
とで、相続人様の負担軽減に繋がり、お客さまの利便性を向上。

相続手続きのワンストップ化開始

 上記「書類および手続き共通化」に続く施策として、両行に相続
手続きが必要な相続人様が一方の銀行に来店された際、提出
していただいた相続手続きの必要書類をもう一方の銀行へ受付
した銀行から提出することで、銀行間のワンストップ化を実現。

中小企業・小規模事業者の皆様のための経営相談所
「よろず支援拠点」を設置

 地域経済の持続的な発展や昨今のコロナ禍により苦境に陥った
地元のお客様を全力で支えることを目的に、八重山地域に支援
拠点を設置。

 よろず支援拠点の専門家に経営上の悩みを無料で相談できる
機会を提供し、より多くの事業者の皆様をサポートできる体制を
整備。
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コロナ禍への対応と沖縄経済の見通し
当行ではフォワードルッキングな引当の実施により、追加の与信コスト発生を恐れることなく取引先を支える体制を構築。
県内景況は政府が2022年6月に発表した「地域経済動向」において「持ち直しの動き」。

※EL ある貸出について、一定の期間中に回収不能になる可能性を考慮した場合
の、平均的な損失見込額のことを表す。

※UL 複数の貸出が集まった貸出ポートフォリオを前提に、一定の確率のもとで発生
が予想される最大の損失額から、平均的な損失額（予想損失、EL）を
引いた差分のこと。

フォワードルッキングな引当

3,232 

5,860 

3,772 

0

3,500

7,000

信用リスク量 一般貸倒引当金

UL

EL

コロナ禍に対し十分な引き当てを確保

 2022年3月末の一般貸倒引当金は58億円となり、EL32億
円を超過。ULを含む全信用リスク量70億円に対しても、
83％を保全。

内閣府「沖縄の地域経済動向」（2022年6月2日公表）

前回(2022年3月) 今回(2022年6月)

景況
判断

新型コロナウイルス感染症による厳しい状況が
残る中で、持ち直しの動きに弱さがみられる

持ち直しの動きがみられる

観光 このところ弱含んでいる 持ち直しの動きがみられる

個人
消費

このところ持ち直しに足踏みがみられる このところ持ち直しの動きがみ
られる

雇用 感染症の影響が残る中で、引き続き弱い動き
となっているものの、求人等に持ち直しの動きも
みられる

持ち直しの動きがみられる

沖縄県内の観光関連

沖縄県内の入域観光客数推移と今後の見通し

 2022年・ゴールデンウィーク（ＧＷ）期間中の沖縄県内入
域観光客数は昨年度に比べ2.6倍（約21万3000人）に
なるとの見通しであり、旅行者自らが感染症対策を講じながら、
社会経済活動が徐々に回復しつつある。

 また、6月中には2年ぶりに那覇空港の国際線において外国人
観光客を受け入れ再開する方針であり、台湾・韓国などの
地域から、観光客増加が期待できる。

信用リスク量
（VaR）

1,000 946 

258 327 
0 0

500

1,000

2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

（万人）
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DXの取り組み
デジタル技術を活用し、生産性・収益力・企業価値向上に努め、地域貢献を実現する。

働き方改革

当行の情報共有ポータルをマイクロソフトのクラウドサービス
（Office 365）に移行

 ポータルサイトをはじめとした情報共有ツール（ポータル、メール、
スケジュール、チャット、社内SNS等）を、マイクロソフトが提供
するクラウドサービス（Office 365）に変更。

 全ての業務デバイス（PC・iPad・iPhone）でワークフロー、情
報共有ツールが利用可能となり、効率的な業務遂行やコミュニ
ケーションが可能。

総合企画部内にDX専担者を配置し、また、当行が定め
るDX統一方針に基づき、各部協力の下、DXを推進する
体制を構築

DX推進体制の構築

主管部署 取組事項

総合企画部
・DXに関する調査/研究に基づく当行方針策定
・本部/営業店業務効率化の統括

人事部
・DX人材像の策定
・DX人材の確保/育成

ペイメント事業
部

・キャッシュレス関連事業推進
・顧客向けサービス拡充（アプリ、法人ポータル等）

法人事業部 ・顧客向けICTコンサルティング

事務統括部
・Office 365、Teams等を活用した行内デジタル化推進
・本部/営業店業務効率化のシステム支援

DX達成に向けた6つの重点KPI

お客さまに対するサービス向上を目的としたKPI

行員の働き方改革を目的としたKPI

アプリ利用者累計
100,000ユーザー獲得

KPI①

KPI②

リモート相談窓口10店舗
導入

KPI③
バーコード・QR付納付書
処理枚数660,000枚/年

金融サービスを安心・簡単・便利に
ご利用できるアプリをお客さまに提供
し、お客さまの利便性向上を図る。

完全予約制による待ち時間軽減や、
本部の専門スタッフによる対応により、
お客様の満足度向上を図る。

窓口の業務効率化により、営業店窓
口の待ち時間短縮化を図る。

本部業務効率化
▲16,800時間

KPI④
ITツールを活用した業務効率化により
行員の生産性向上を図る。

行内手続きのペーパーレス化・印鑑
レスの推進を実施することで、最終
決裁までのプロセスを迅速化を図る。

KPI⑤

電子ワークフロー申請数
50,000件/年

KPI⑥

ITパスポート（上位資格
含む）250名取得

情報を正しく使う能力やITを操作する
能力等を高めるため、行員のスキル向
上を支援する。
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本資料に係るお問い合わせ先

株式会社 琉球銀行 総合企画部

本資料は、お断りのない限り単体ベースのデータとなっています。

本資料は、公表データの作成要領に基づき、項目ごとに単位未満切捨てで表示しているため、項目ごとの値と合計とが
合わない場合があります。また、資料中の計数は、説明・比較のために独自の定義を用いて算出している場合があり、
必ずしも公表数値と一致しない場合があります。

本資料には、当行に関する予想、見通し、目標、計画等の将来に関する情報（将来情報）が含まれています。これ
ら将来情報は、あくまで2022年6月6日現在において入手可能な情報に基づいて判断されたものであり、将来の業績
等を保証するものではありません。

また、将来情報の記述には一定の前提・仮定を使用しておりますが、かかる前提・仮定は客観的には不正確であった
り、将来実現しない可能性があります。その原因となるリスクや不確実性には様々なものが含まれますが、その詳細につ
いては当行の決算短信や有価証券報告書等をご参照ください。なお、当行は本資料に含まれる将来情報の更新はい
たしません。
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